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事業対象
 最終的な対象

①一般区民②滞在者等
①一般区民②滞在者等

2

２９年度

0

0

11,076

0

　 帰宅困難者対策推進協議会運営等委託委託内容
なし

災害時に公共交通機関が運行を停止し、当分の間復旧の見通しが立たない場合において、多数の帰宅困難者が生じることに
よる混乱及び事故の発生等を防止するとともに、帰宅困難者や帰宅困難者を支援する地域に対する支援及び意識啓発を行
う。

2帰宅困難者対策訓練 100.0%

106

評価の理由

実績

3

 直接の対象

東日本大震災以降、帰宅困難者問題への地域の関心は高まっており、東京2020大会を控え、対策の必要性は
さらに増している。

民間事業所の協力のもと、帰宅困難者対策訓練を行うなど、効率的にすすめている。

9,301 5,716 6,886
　
　　決算額　(単位：千円)

種　別

5,716

２８年度

成果指標

4,411　人にかかるコスト（人件費など）

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

13,713

9,302

３１年度

目標値

11,076

前回評価から29年度
に改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

4,190

0

活動指標

事務事業コスト

(単位：千円)

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） 12,108

0

5,798

11,514

1,605

2 2

手段の適切性

3
評
価
の
視
点

評価

3

今後の方向性

維持

［総合評価］※上記４つの視点を踏まえ、事業全体を評価。区民生活への影響を十分考慮すること。

東京都と合同で帰宅困難者対策訓練を実施したほか、帰宅困難者用の備蓄品を充実させるなど、
災害時の混乱防止に向けた取組みを着実に推進した。東京2020大会の開催を控えており、「自
助」、「共助」の役割の普及啓発や帰宅困難者用支援施設の拡充など、引き続き地域と連携しなが
ら対策を推進していく必要がある。

駅周辺滞留者対策推進協議会の開催や帰宅困難者対応訓練の実施を通じ、地域と連携した取組みを進めると
ともに、民間事業所等への意識啓発にも努めている。

帰宅困難者対策訓練を目標通り年２回開催したほか、帰宅困難者用の備蓄品の配備を計画的に行うなど、着
実に事業を進めている。

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

目的達成度 4

効率性

事
務
事
業
の
実
績 0　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

6,886

0

3

平成３０年度　事務事業評価シート

（４）安全・安心の充実強化

東京都帰宅困難者対策条例根拠法令等

事務事業名 帰宅困難者対策の推進

　

危機・災害対策課

行政計画 事業NO. 計画事業名
事業の開始・終了年度

帰宅困難者対策の推進

事
務
事
業
の
概
要

[事業開始]

補助金の有無

4

財源項目

(単位：千円)

必要性

長期総合
計画体系

 [基本目標]

平成

年度[終了予定]

 [小　　柱]

〔法令等名〕

Ⅱ-１．個性を活かしたまちづくりの推進

 [施　　策]

年度

２７年度

東京都と合同で訓練を実施したことにより、多くの団体とのさらなる連携を確認することができた。また、新たにハラール
対応、アレルギー対応食品の備蓄品買入を行った。

0

11,514

２７年度

所
管

総務部

事業内容
[２９年度]

委託の有無

事業目的

実績

3

実績

3 3

指標の名称

駅周辺滞留者対策推進協議会開催

目標値

100.0%

③避難者・帰宅困難者対策

その他

一部委託

上野駅滞留者対策推進協議会を３回実施した。また、上野駅周辺において東京都と合同で訓練を実施し、約4,400名が訓練に
参加した。浅草地域においても浅草観光連盟と合同で訓練を実施し、約1,000名が参加した。備蓄品は、ハラール対応食品で
あるアルファ米を新規に11,000食、保存水11,000本を買い入れた。１民間施設と一時滞在候補施設の協定を締結した。

達成率
単位

回

回

２８年度

2

２９年度


